ホウジンゼイホウ ニ オケル クリノベ シサン ノ イチコウサツ by 長谷川 貴則
















義規定とともに、法人税法施行令 14 条によって「支出の効果がその支出の日以後 1 年以上


























































法人税基本通達（以下「通達」という）8 － 1 － 1 から同 8 － 1 － 8 までに、法令解釈のた
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めの説明が加えられている。また、同法施行令 14 条 6 項ホについては、「自己が便益を受ける」
種々の支出が含まれる可能性があるため、通達 8 － 1 － 9（スキー場におけるゲレンデとし
て整備するための工事に要した費用）、同8－1－10（出版権設定の対価として支出した金額）、






平成 10 年 3 月 13 日に公表された「研究開発費等に係る会計基準」によって、試験研究費は
繰延資産から除外され、発生時に費用処理することとなった。



















費、開発費、新株発行費、社債発行費、社債発行差金があり、これらに同法施行令 14 条 6
項（昭和 40 年改正時は 9 項）のイからホまでが、法人税取扱通達 245 および 246（以下「旧



























































































































　ハ　以上のことから、負担金は、法人税法施行令 14 条 1 項 6 号ハに掲げる費用に該当し、








































効果は少なくとも 5 年は継続するということができ、支出の効果が支出の日以後 1 年以上に
及ぶことは明らかである。
4.4.2　本件負担金の償却期間に係る法令解釈






































金ではなく、繰延資産とされた福岡高判平成 19 年 12 月 19 日（税資 256 号順号 10313、一
審である福岡地判平成 18 年 2 月 13 日（Westlaw Japan 文献番号 2006WLJPCA02139005）で
は、寄附金とされた。）がある。本判決においては、納税者が工場建設に係る開発許可を







阪地判昭和 49 年 5 月 28 日（LEX/DB 文献番号 21046450）、財団法人に支出した出捐金が繰












究費に該当するのかどうかを検討する。租税特別措置法 42 条の 4 第 8 項にある試験研究費
とは、「製品の製造若しくは技術の改良、考案若しくは発明に係る試験研究のために要する
費用又は対価を得て提供する新たな役務の開発に係る試験研究として政令で定めるもののた




て支払う費用　③技術研究組合法 9 条 1 項の規定により賦課される費用とされている。同法
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